
 

  

 

令和 3 年度第 2 回新宿区 
居 住 支 援 協 議 会 

資料 2－⑤ 

  
 

生活困窮者住居確保給付金実績等 

 

 新型コロナウイルス感染拡大を踏まえ、令和 2年 4月より、離職以外の理由により収入が減少した方も、

住居確保給付金の対象となりました。対象の拡大により、下記のとおり、令和２年度は支給実績が大幅に

増えましたが、今年度は減少に転じています。 

 

記 

１ 実績比較 

                   支給決定者         支給金額 

令和３年度１２月末     １，１３０人        ４９０，０９２千円 

令和２年度１２月末     ２，３８９人        ６２４，７５７千円 

    増減          ▲１，２５９人      ▲１３４，６６５千円 

    増減率          ▲５２.７％          ▲２１．６％ 

令和２年度          ２，７９２人        ８８２，３９７千円 

令和元年度             ２４人          ３，２０４千円 

 

２ 当初予算額の比較 

令和３年度         ２９２，０５０千円   （@55,000×5,310人月） 

令和２年度           ４，２４８千円   （@59,000×  72人月） 

     増減           ２８７，８０２千円 

    増減率                 ６7.８％ 

 

３ 新型コロナウイルス感染症対応特例 

   ・令和 2年 4月 20 日より 

     従来の「離職から２年以内の方」に加え、「個人の責に帰すべき理由・都合によらない就業機会 

等の減少により経済的に困窮している方」も対象となる。 

・令和 3年 1月 1日より 

    受給期間が最長 12か月間に延長される。（令和 2年度中新規申請者のみ） 

  ・令和 3年２月 1日より 

     過去に受給していた者に対し、解雇以外の離職や休業に伴う収入減少等の場合でも、３か月 

間のみ再支給が可能となる。 

     （申請期限 令和３年３月 31日。その後数回にわたり、申請期限が延長され令和４年３月 31日

まで） 
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